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本研究では，津波災害が懸念される徳島東部都市圏で，東日本大震災前後に新築された戸建住宅の居住

世帯を対象としたアンケート調査結果を用いて，新築戸建住宅立地の実態を把握するとともに，立地要因

を特定し，その影響を明らかにすることを目的とした．特に，津波災害などの災害リスクに加えて，家族

との近居およびまちへの想い（地域心象）に着目した．対象都市圏での新築戸建住宅立地では，近隣公示

地価，居室数，交通利便性だけでなく，地域への愛着が影響していること明確となった．また，東日本大

震災前後での意思決定時期による立地の差異として，震災前には自動車アクセスを前提とした近居が考慮

されていたが，震災後では最大想定津波浸水深などの災害リスクの回避を重視する傾向が明確であること

がわかった． 
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1. はじめに 
  

東日本大震災を契機として，甚大な被害が想定される

南海トラフ巨大地震を考慮した都市計画が必要とされて

いる 1)．このような災害対策として，適切な土地利用計

画を踏まえた効果的な立地規制，あるいは立地誘導が必

要と考えられる．また，南海トラフ巨大地震発生時に想

定される津波による浸水想定地域が公表され，住宅立地

においても津波リスクが考慮された選択がなされている

可能性があると指摘されている 2)．一方，浸水想定公表

後も浸水想定地域内の沿岸地区での住宅立地もみられる． 

南海トラフ巨大地震での津波浸水想定を考慮すると，

浸水想定区域は広大であり，地方都市圏において浸水想

定区域の全域で立地を規制することの合意形成を図るの

は容易ではない．津波リスクのある地方都市圏では，家

族と近居する傾向も報告されている 3)．また，東日本大

震災以降には，地方圏において「ふるさと」への回帰が

みられるなど，まちへの想いが居住地選択に関わる重要

な要素としても考えられる． 

居住地選択行動については，これまでに理論化が図ら

れ，選択肢間の空間的相関についての高度なモデル化が

行われている．居住地選択に関して，多項ロジット

(MNL)モデルでは，選択肢間の相関を考慮できないこと

が問題点として指摘されていた 4)．地理学分野では，立

地選択肢間の距離が近接するのに応じて相関が高くなる

ことが，第一法則と位置づけられている 5)．これに関し

て，隣接する選択肢間には類似性が存在することが明ら

かにされている 6)．その点が考慮され，居住地選択にお

ける空間的相関を表現可能な多項プロビットモデルの構

築 7)，混合ロジットモデルの構築 8)などの例がみられる．

さらに，一般化極値(GEV)モデル 9)を基礎として，極値

クラスを導入した空間的相関ロジットモデル(SCL)モデ

ルでは，隣接する場合にのみ相関を考慮している 10)．こ

れらのモデルを参考とした距離ベースでの空間的相関ロ

ジット(DSCL)モデルでは，選択肢間が隣接，非隣接の

場合における相関を考慮し，距離の増加によって相関が

低下することが示されている 12)．このように選択肢間の

相関を考慮することで，モデルの高度化がなされてきた．

しかしながら，近居，まちへの想いといった要因は考慮

されていない． 

ここで，近居は家族との相互作用と考えられる．また，

まちへの想いは個人の居住履歴によって形成されると考

えられる．災害リスクに関しても，リスクへの態度の個

人差が想定される．これらの要素を考慮して，高度なモ
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デル化を図るのは容易ではない．そのため，基本的なモ

デル化であったとしても，災害リスクが懸念されている

地方都市圏においては，これらの要因の影響の程度を把

握することは有用であると考えられる． 

そこで本研究では，南海トラフ巨大地震での津波によ

る災害リスクが想定されている地方都市圏である徳島東

部都市圏を対象とする．対象地域での新築戸建住宅の立

地選択の実態から，立地要因を特定するとともに，その

要因の影響を明らかにすることを目的とする．特に，地

方都市圏での新築戸建住宅の立地選択要因として，災害

リスクに加えて，近居およびまちへの想いに着目し，そ

の影響を明確にすることを目指す．このため，対象地域

において東日本大震災発災前後に新築された戸建住宅の

居住世帯を対象としたアンケート調査結果を用いて，居

住地選択モデルを構築して，立地選択要因を特定する．

さらに，東日本大震災前後での意思決定時期の差異によ

る要因の相違を考慮して，東日本大震災のインパクトが

対象地域での新築戸建住宅の立地選択に与えた影響と，

その構造を明らかにする． 

 

 

2. 新築戸建住宅立地の実態と意向の把握 

 

 対象地域における新築世帯へのアンケート調査結果に

基づいて，主に災害リスク，近居，まちへの想いに加え

て，交通利便性，周辺環境および近隣公示地価の観点か

ら新築戸建住宅立地の実態と意向を整理する． 

 

(1) 新築戸建居住世帯を対象とした調査の概要 

徳島東部都市圏における新築戸建住宅立地の実態と居

住者の意向を把握するため，東日本大震災発災前後の数

年間に新築された戸建住宅の居住世帯を対象としたアン

ケート調査を実施している．調査項目は，世帯属性に加

えて，現住居および前住居に関する住居属性（郵便番号

を含む），生活利便性，自然環境，教育環境，災害リス

ク，地域心象，近しい家族との関係に関する質問で構成

している． 

対象都市圏における建築確認申請データにより抽出さ

れた 2000世帯に対して， 2014年 9月 9日～12日に調査

票を戸別配布している．郵送回収により収集したサンプ

ルから，多数の項目で無回答のサンプルを除外した．ま

た，同一敷地内の転居についても分析対象外とした．さ

らに，郵便番号により地区を特定可能であったサンプル

を抽出した結果として，242 サンプルを分析対象とする． 

対象サンプルは，意思決定時期が東日本大震災以前であ

った 127サンプル(52%)と，東日本大震災以後の 115サン

プル(48%)に分類できる． 

 

 

図-1 津波想定浸水地域とDID地区 

 

 

図-2 最大想定津波浸水深についての回答結果 

 

(2) 津波リスクの実態把握 

本研究では，南海トラフ巨大地震での津波による被災

が想定されている徳島東部都市圏を対象地域としている．

最大クラスの津波による浸水想定地域における現在人口

から，津波被災の影響を把握する．対象地域における津

波浸水想定地域およびDID地区を図-1 に示す． 

対象地域における人口集中地区の大部分が，木造住宅

の全壊のリスクがある最大想定浸水深 2m 以上の区域に

含まれている．また，津波浸水想定地域には，対象都市

圏の主要な市街地の大半が含まれている．津波浸水想定

地域内の現在人口は 326 千人である．また，最大想定浸

水深 2m 以上の地域の居住人口は，現在 193 千人となっ

ており，対象都市圏人口の 3 割を占める．したがって，

津波災害リスクのある地域に多数の居住者が存在するこ

とに留意する必要がある． 

居住地の津波リスクに関して，対象サンプルにおける

前住居および現住居の最大想定津波浸水深の回答を比較

して図-2に示す．「津波なし」の割合は現住居が前住居

より 7%高い．一方，「不明」の割合は前住居が現住居
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より 9%高い．このことから，住宅立地を決定する際に，

最大想定津波浸水深などの津波リスクを考慮した可能性

が考えられる． 

 

(3) 近居実態および地域心象の把握 

対象都市圏での新築戸建住宅居住世帯における近居と

まちへの想いの実態を，調査結果より把握する． 

近しい家族との近居に関して，調査対象サンプルにお

ける前住居および現住居での近しい家族との時間距離の

回答を比較して図-3 に示す．現住居では，徒歩 10 分圏

内に居住する割合が 8%増加しており，徒歩圏で近居す

る傾向もみられる．また，近居として考えられる「車で

30 分以内」までの割合は現住居が高く，現住居への転

居に際して，近しい家族と時間距離を意識したものとと

考えられる 11)． 

まちへの想い（地域心象）に関しては，多様な観点か

ら居住者の意向を把握するために，18 項目について質

問がなされている．地域心象に関する各項目についての

現住地域に対する回答の割合を図-4に示す．「将来も存

続する」，「商店・医療施設の将来性ある」，「まちに

住み続けたい」の 3項目で肯定的な回答が 7割を超えて

いる．新築戸建住宅居住者では，現住地域に対する将来

への肯定的な想いを抱いている割合が高い傾向にあると

いえる．一方，「自動車なしで生活できる」，「防災活

動に熱心だ」の 2項目で否定的な回答が比較的に多く，

4 割を超えている．「防災活動に熱心だ」の項目では肯

定的な割合が低いのに対して，「自動車なしで生活でき

る」では肯定的な割合が否定的な割合と同程度あり，こ

れら 2項目間でも傾向に相違がみられる． 

 

(4) 交通利便性・周辺環境および近隣地価の実態把握 

新築戸建住宅の立地選択要因として重要な要素と考え

られる生活施設への交通利便性，周辺の生活環境および

近隣公示地価の実態を，調査結果より把握する． 

生活施設への交通利便性に関して，勤務地への距離，

医療施設への時間，公共施設への時間，買物施設への時

間，保育施設への時間，小学校への時間を取り上げる．

これらの交通利便性に関する要素の満足度についての回

答を，現住居と前住居で比較して図-5に示す．いずれの

施設へのアクセスに関しても，前住居より現住居で「満

足」「やや満足」の肯定的な回答の割合が多くなってい

る．特に，医療施設への時間についての満足度の肯定的

な割合は 12%増加している．ついで，公共施設および保

育施設が 10%増加している．したがって，新築戸建住宅

の立地選択に関して，これらの要素を重視している可能

性があると考えられる． 

周辺の生活環境に関して，遊び場，緑地，水辺，静け

さ，教育環境を取り上げる．これらの周辺環境に関する 

 

図-3 近しい家族との時間距離についての回答結果 

 
図-4 現住居でのまちへの想いについての回答結果 

 

図-5 交通利便性に関する満足度 
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図-6 周辺環境に関する満足度 

 

要素の満足度についての回答を，現住居と前住居で比較

して図-6に示す．いずれの周辺環境に関しても，前住居

より現住居で「満足」「やや満足」の肯定的な回答の割

合が多くなっている． 

特に，静けさについての満足度の肯定的な割合は 24%

増加している．ついで，緑地が 20%増加している．した

がって，新築戸建住宅立地において，これらの周辺環境

を重視していると考えられる． 

つぎに，近隣公示地価の実態を整理する．そのため，

郵便番号の回答に基づいて，対象サンプルの前住居およ

び現住居の区域を特定する．その区域の中心座標と最短

距離にある住居系地価公示地点を特定し，その公示地価

を近隣公示地価として設定した．東日本大震災前後での

意思決定時期により対象サンプルを分類して，前住居と 

現住居の近隣公示地価の散布図を図-7に示す． 

前住居と現住居の近隣公示地価が同一である 83 サン

プル（34%）については，同一の地域内で転居した世帯

である．新築決定時期が震災前の場合には，前住居の近

隣公示地価が9万円/m2以上の地区から，現住居では9万

円/m2未満の地区へ転居した世帯が 13サンプル（5%）み

られる．転居前後での近隣公示地価の差については，新

築決定時期が震災前の場合に-0.73 万円/m2に対して，震

災後の場合に-0.20 万円/m2となっており，震災前に近隣

公示地価の低い地域に立地する傾向が明確にみられる． 

 

 

3．新築戸建住宅立地の要因間の関係性の分析 

 

新築戸建住宅立地に関わる要因に関して，要因間の関

係性を分析することで，多数の調査項目で構成される要

因の整理および要因の集約化を図り，要因間の関連性を

明らかにする． 

 

図-7 前住居と現住居の近隣公示地価の関係 

 

表-1 立地距離満足度モデルの推定結果 

 

 

(1) 立地の時間距離満足度に関する分析 

 新築戸建住宅立地についての重要な要因と考えられる

生活施設までの時間距離に関する満足度について分析す

る 12)．施設種類としては，職場，医療施設，公共施設，

買物施設，保育施設および小学校を対象とする．それぞ

れの施設までの時間距離とその時間距離に関する満足度

の関連性を表すために順次ロジットモデルを適用する．

施設種類ごとに構築した順次ロジットモデルの推定結果

を表-1に示す． 

 6 種類すべての生活施設について，施設までの時間距

離の係数推定値は負値で統計的に有意となっている．こ

のことから，時間距離が増加するにつれて満足度が低下
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やや満足|満足 -1.42 -5.03 -1.32 -4.51

推定値 t値 推定値 t値
-0.12 -3.50 -0.18 -9.52

不満|やや不満 -6.45 -6.16 -6.27 -12.22
やや不満|どちらでもない -3.72 -9.38 -4.80 -11.69
どちらでもない|やや満足 -1.79 -6.13 -3.18 -9.92

やや満足|満足 -0.56 -2.08 -1.85 -6.85

時間距離

閾
値

保育施設への
時間(分)

小学校への
時間(分)

閾
値

時間距離

時間距離

買物施設への
時間(分)

医療施設への
時間(分)

勤務地への
距離(km)

公共施設への
時間(分)

閾
値
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する関係を表すことができていることがわかる．また，

いずれの種類の施設についても，満足度を区分する閾値

パラメータの推定値は統計的に有意で，順序性も妥当で

あった．したがって，施設までの時間距離に応じた満足

度を表すことが可能となったといえる．このため，以降

の分析では，各施設までの時間距離を直接的要因として

は適用せず，施設までの距離に関する満足度を立地選択

要因とすることとした． 

 

(2) 地域心象についての因子分析 

地域心象（まちへの想い）に関係する項目として，18 

項目についての回答が得られている．そこで探索的因子

分析により，要因をいくつかの共通因子に集約すること

で，それらの特徴を明確にする． 

このため，18 種類の回答項目について，5 段階での回

答に対してリッカート指標化する．このリッカート指標

化したデータを対象に，バリマックス回転法により因子

負荷量を推定した．因子数は試行錯誤により 5種類とし

た．地域心象に関する因子分析の結果として，5 種類の

因子に対応する回答項目についての因子負荷量の推定結

果を表-2 に示す． 

各因子に対応する項目に着目して，第 1因子から順に，

それぞれ「地域の将来性」，「地域でのコミュニケーシ

ョン」，「地域への愛着」，「地域のオリジナリティ」，

「地域への郷愁」と呼ぶこととした． 以降の分析では，

地域心象に関して集約した 5種類の因子を立地選択要因

とすることとした． 

 

 

4．新築戸建住宅立地モデルの構築 

 

 新築戸建住宅立地に関わる影響の大きい要因を特定す

るとともに，東日本大震災前後での意思決定時期による

要因の影響の差異を明らかにする． 

 

(1) 新築戸建住宅立地に関わる主要因の特定 

対象地域における新築戸建住宅立地に関わる主要な要

因を特定する．このために，前住居付近の立地ではなく，

現住居を選択した要因を把握することを前提に，住宅立

地に関する二項選択ロジットモデルを構築する． 

対象とする要因は，近隣公示地価，居室数，敷地面積，

交通利便性の満足度 6項目，周辺環境の満足度 5項目，

災害リスクに関する 7項目，近居に関する 3項目，地域

心象に関する 5項目とした．これらの項目については，

アンケート調査において現住居と前住居の両方に関して

回答が得られている． 

災害リスクに関しては，最大想定津波浸水深，津波浸

水想定なし（ダミー），海岸からの距離，津波に対する 

表-2 地域心象に関する因子分析結果 

 
  

安心度，洪水に対する安心度，土砂災害に対する安心度，

液状化に対する安心度を対象としている．災害に対する

安心度の 4 項目に関しては，5 段階での回答に対してリ

ッカート指標化している．近居に関しては，近居家族と

の距離(km)，徒歩で10分以内（ダミー）および自動車で

30 分以内（ダミー）を対象としている．また，地域心

象については 5種類の因子を対象とした． 

ここで，最尤推定法を適用し，ステップワイズ法によ

りAICを基準として順次に変数を減じていった結果とし

て，新築戸建住宅立地に関わる要因を特定した．これら

の要因に最大想定津波浸水深を加えた係数パラメータ値

の推定結果を表-3 に示す．242 サンプルに対して，

AIC：181.6，尤度比0.542となり，モデルの適合度に関し

ては概ね問題がないと考えられる． 

 災害リスクに関しては，洪水に関する安心度が正で有

意となっている．このことから，洪水リスクを考慮して

立地を決定していると考えられる．最大想定津波浸水深

に関しては，負値であるが統計的に有意ではない．他の

災害リスク要因については統計的に有意とならず，明確

な影響は確認できない．  

近居に関しては，自動車で 30 分以内（ダミー）のみ

が正で有意となっている．これは既往研究 3)の知見とも

合致する．対象地域は自動車に依存した地域であること

から，近居家族との時間距離に関しても自動車で 30 分

以内であれば十分許容できる範囲であると考えられる． 

 地域心象に関しては，「地域への愛着」が正で有意と

なっており，愛着を感じることができる地域を居住地と

して選ぶ傾向が見られる．一方，「地域のコミュニケー 

第1
因子

第2
因子

第3
因子

第4
因子

第5
因子

将来も存続する 0.84 0.12 0.20 0.08 0.13

若い世代が今後も住む 0.82 0.05 0.20 0.14 -0.02

他地域からの評判も良い 0.57 0.19 0.31 0.32 0.11

商店・医療施設の将来性ある 0.50 0.30 0.10 0.11 0.00

自分の子供へ居住を推奨する 0.42 0.19 0.36 0.15 0.18

自動車なしで生活できる 0.33 0.24 0.18 0.21 -0.02

相互扶助の習慣・仕組みある 0.15 0.73 0.18 0.23 0.15

知り合い・友人がいる 0.16 0.73 0.20 0.01 0.29

挨拶・会話できる 0.20 0.71 0.08 0.05 0.14

楽しみが多くある 0.18 0.57 0.31 0.23 0.33

防災活動に熱心だ 0.11 0.50 0.10 0.41 0.06

まちに住み続けたい 0.30 0.18 0.78 0.11 0.12

まちが好きだ 0.33 0.18 0.72 0.20 0.28

大都会で暮らすより幸せ 0.17 0.14 0.64 0.12 -0.01

他のまちにない良さがある 0.23 0.11 0.22 0.76 0.07

誇れる歴史・環境がある 0.15 0.15 0.08 0.64 0.16

思い出の場所がある 0.06 0.27 0.02 0.19 0.64

「ふるさと」の思いがある 0.03 0.23 0.35 0.05 0.50
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表-3 新築戸建住宅立地選択の基本モデルの推定結果 

 
 

ション」については，負で有意となっている．転居先で

は居住年数が浅いことも影響していると考えられる．他

の地域心象に関する要因については統計的に有意となら

ず，明確な影響は確認できない．これは近隣公示地価と

の関連性の影響も考えられる． 

 近隣公示地価については負で有意，居室数については

正で有意となっており，妥当な推定結果であるといえる．

交通利便性に関しては，公共施設および買物施設への時

間の満足度がともに正で有意となっている．勤務地への

距離の満足度および小学校への時間の満足度はともに正

値であるが統計的に有意ではない．医療施設および保育

施設への時間についても有意とならず，明確な影響は確

認できない．周辺環境に関しては，緑地環境の満足度が

正で有意となっている．静けさの満足度は正値であるが

統計的に有意ではない．一方，教育環境の満足度は負値

であり，統計的に有意ではないため，他の要因との相関

の影響がある可能性がある． 

 

(2) 震災前後を考慮した立地選択モデルの構築 

東日本大震災前後での要因の影響の差異を明らかにす

るために，意思決定時期により説明変数を限定する．こ

れまでの分析と試行錯誤の結果として，東日本大震災前

後での共通要因，震災前にのみ影響する要因，震災後に

のみ影響する要因に分類した． 

震災前後を考慮した新築戸建住宅立地選択モデルの係

数パラメータの推定結果を表-4に示す．242サンプルに 

表-4 震災前後を考慮した立地選択モデルの推定結果 

 

 

対して，AIC：168.6，尤度比0.569となり，モデルの適合

度は意思決定時期の差異を考慮しない基本モデルよりも

向上している．また，いずれの要因の係数パラメータに

ついても統計的に有意となっている． 

共通要因としては，近隣公示地価，居室数，公共施設

への時間の満足度，買物施設への時間の満足度および地

域への愛着の 5項目とした．共通要因については，いず

れの要因の符号も基本モデルの推定結果と同一である．

推定値の大きさについても概して同程度の値が推定され

ている． 

震災前にのみ影響する要因としては，緑地環境の満足

度，近居（自動車で 30 分以内），地域への郷愁の 3 項

目とした．緑地環境の満足度および近居（自動車で 30

分以内）はともに，基本モデルの推定結果と符号は同一

であり，推定値の大きさは明確に増加しており，その影

響が顕著に表せていると考えられる．地域への郷愁につ

いては，負で有意である．したがって，震災前にはふる

さとを離れる傾向が見られたのに対して，震災後にはそ

の傾向が明確でなくなったと考えられる． 

一方，震災後にのみ影響する要因としては，静けさの

満足度，最大想定津波浸水深，洪水に関する安心度，地

域でのコミュニケーションの 4項目とした．いずれの要

因の符号も基本モデルの推定結果と同一であり，推定値

の絶対値は明確に増加している．特に，基本モデルでは

有意ではなかった最大想定津波浸水深が，震災後にのみ

影響する要因として有意となっている．したがって，東

日本大震災後では，最大想定津波浸水深を考慮して，津

波リスクを回避する傾向が明確になっているといえる．

また，洪水に関する安心度も震災後にのみ影響する要因

推定値

近隣公示地価(万円/m
2
) -0.514 -3.16 **

居室数 0.764 5.40 **

勤務地への距離の満足度 0.461 1.55

公共施設への時間の満足度 1.248 2.55 *

買物施設への時間の満足度 1.075 2.64 **

小学校への時間の満足度 0.436 1.46

教育環境の満足度 -0.521 -1.27

緑地環境の満足度 0.962 2.82 **

静けさの満足度 0.337 1.63

最大想定津波浸水深(m) -0.036 -0.31

洪水に関する安心度 0.623 2.67 **

近居(自動車で30分以内) 2.230 2.47 *

地域でのコミュニケーション -0.784 -3.41 **

地域への愛着 0.947 3.84 **

尤度比 0.542

AIC 181.6

サンプル数 242

t値

**:1%有意，　*:5%有意，　.:10%有意

推定値

近隣公示地価(万円/m
2
) -0.582 -3.41 **

居室数 0.838 5.49 **

公共施設への時間の満足度 1.884 3.56 **

買物施設への時間の満足度 0.917 2.24 *

地域への愛着 1.101 4.54 **

緑地環境の満足度 1.622 3.29 **

近居(自動車で30分以内) 5.389 2.88 **

地域への郷愁 -1.263 -3.13 **

静けさの満足度 0.679 2.47 *

最大想定津波浸水深(m) -0.458 -2.06 *

洪水に関する安心度 0.947 3.16 **

地域でのコミュニケーション -0.974 -3.71 **

0.569

168.6

242
**:1%有意，　*:5%有意，　.:10%有意

t値

共
通

AIC

サンプル数

震
災
前

震
災
後

尤度比
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としていえることから，他の災害も含めて被災を回避す

る意向が向上したと考えられる． 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，津波による災害リスクが想定されている

徳島東部都市圏を対象として，新築戸建住宅立地の実態

から，立地要因を特定するとともに，その影響を明らか

にした．本研究の成果は，以下のように整理できる． 

[1] 対象都市圏での新築戸建住宅立地では，近隣公示地

価，居室数，交通利便性だけでなく，地域への愛着が影

響していること明確となった． 

[2] 東日本大震災前後での意思決定時期による立地の差

異として，震災前には自動車アクセスを前提とした近居

が考慮されていたが，震災後では最大想定津波浸水深な

どの災害リスクの回避を重視する傾向が明確であること

がわかった． 

今後の課題としては，[1]潜在クラスロジットモデル

を適用して，より詳細なクラス分類の必要性について検

討すること，[2]東日本大震災からの時間経過により，

選好傾向がさらに変化している可能性について検証する

ことが挙げられる． 

 

謝辞：本研究は，環境研究総合推進費「再生可能都市へ

の転換戦略－気候変動と巨大自然災害にしなやかに対応

するために－」の研究成果の一部として執筆したもので

す．ここに記し，感謝の意を表する次第です． 
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